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研究成果の概要（和文）：企業の気候変動行動について、ＴＣＦＤ勧告に基づいた企業単位でシナリオ分析を行
う際の課題として、不確実性が高くなるなどの課題が明かになった。企業の行動を促進させるための制度に関し
て、規格認証やシナリオの重要性はすべての企業で認識されているけれども、その対応や認識には、業界や企業
規模によって課題が異なることが分かった。企業が行う気候変動の戦略行動の有効性を高めるには、情報公開や
認証といった制度のみならず、業界団体の規範といったものや企業の役員会の多様性など多くの要因が関係して
いることが分かった。

研究成果の概要（英文）：With the rapid diffusion of TCFD guideline, companies conduct scenario 
analysis. There are much unknown factors in these field. This study found further communication 
among relevant people is necessary to use scenario in this end.
To facilitate corporate action toward 2050 carbon neutral target, various institutional arrangement 
including standardization must be established. However, there are gaps among companies according to 
the sectors and company’s size. This study also found that information dissemination and 
verification are effective for facilitating company’s action. The diversity of directors members is
 also important, particularly the existence of female in board of directors is related with the 
activation of climate related activities.

研究分野： エネルギー・気候変動政策

キーワード： 気候変動　カーボンニュートラル　企業戦略　シナリオ分析　規格・制度

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
シナリオ分析のユーザーは従来、研究者や行政であったが、ＴＣＦＤ勧告によって企業でシナリオ分析を行うこ
とが急務となっている。しかし、個社の規模になると不確実性が増し、分析が難しくなることから、シナリオを
ビジネスでより役立てるためには、シナリオ研究者とユーザーの間の相互理解の増進が必要であることが示され
た。企業が行動を進めるための環境整備では、規格や情報、認証といった制度が企業に与える影響について、
CFPやデータ、認証などの情報を企業に提示することの重要性を示した。既存研究では、気候変動戦略に対する
制度やガバナンスなどが十分調査されていなかったが、役員会の多様性の効果などが明かになった。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
近年ビジネスにおける気候変動対策において、2050 年のカーボンニュートラルに向けた取り

組みが加速している。企業がカーボンニュートラルに向けた取り組みを行っていくためには、自

社における適切なシナリオ分析や情報開示を行えるような枠組みとともに、企業の活動が円滑

に進むような制度や規格などの環境整備が必要である。すでに、ＴCFD ガイドラインによるシナ

リオや情報開示の方法論が示されているが、企業にとって、2050 年という中長期のシナリオ分

析は経験がない分野であり、多くの課題が明らかになっている。 

 気候関連財務情報開示タスクフォース(TCFD)勧告でもシナリオを用いた気候変動に関する物

理リスク、移行リスクに関する検討と情報開示が求められており、東京証券取引所の新たなコー

ポレートガバナンスコードでも同等の内容が上場企業に求められることとなった。①しかしな

がら、こうした企業ユーザーが使うことを前提とするシナリオの望ましい作成方法やコミュニ

ケーションの方法は分かっていない。②また、これらの対応は業界や企業の規模、サプライチェ

ーンの態様などによって大きく異なっており、データやモデルの多様な対応策の提示が求めら

れている。③さらに、企業ガバナンスと気候変動の関係にもついても十分な知見が集積されてい

ない。こうした課題への解決策の提示が求められている。 

 
２．研究の目的 
本研究では、旧来の日本の緩和策研究を発展させ、日本のカーボンニュートラルのシナリオ分

析を高度化させると同時に、企業の課題に有効なシナリオ、制度などを明らかにすることを目的

とする。①シナリオ分析の高度化に向けて、ビジネスという新たなユーザーを念頭に置いたシナ

リオ分析のあり方やコミュニケーション手法を模索する。②企業の対応方策については、規格や

標準、企業の意識や行動に影響を与える制度がどのようなものであるか、を明らかにする。③企

業のガバナンス、特に取締役会の役割について明らかにする。 
 
３．研究の方法 
研究手法としては統合評価モデルやエネルギー・システム・モデルによるシナリオ研究などの

検討を進めるとともに、ステークホルダー（ビジネス関係者）との対話や文献調査を行い、こう

した質的調査によって課題の所在を明らかにする。加えて、大規模アンケート調査の実施及びそ

の定量分析を行うことによって量的調査による統計的裏付けを得る。調査の中で、企業との対話

やセミナーを多数行い、企業の抱える課題の整理を行う。 

 
４．研究成果 

(1) シナリオ分析に関して、2050 年の脱炭素に向けたロバストなシナリオが同定されて、ビジ

ネスのシナリオ分析の土台となるデータセットを構築できた。さらに政策やビジネスにより関

係する雇用の変化に関する情報も追加で創出した。ビジネスとの対話では、実際にシナリオを提

示して話したところ、シナリオ研究者との関心や注目点の違いも見てとれた。企業関係者は詳細

な市場の発展などに関心があるが、シナリオの不確実性は一国といった規模から地域や産業、個

社のように細かな規模になると不確実性が増し、分析が難しくなる。シナリオをビジネスでより

役立てるためには、シナリオ研究者とユーザーの間の相互理解の増進が必要であることが明ら

かになった。 

(2) 制度の分析として、TCFD 勧告への対応や ISO 規格を始めとする多様な制度枠組みの検討を

行った。カーボンフット・プリント（CFP）やサプライチェーンのグローバル化に伴う規格・認



証の重要性が認知されていることを確認することができた。また、TCFD への対応のみならず、

規格の多様性への対応、国内標準と国際標準への差異の認識について、業界間および企業間での

かなり温度差があり、サプライチェーンの中で、温室効果ガス排出の一次データの共有や気候変

動を機会ととらえることに関する課題なども明らかになった。 特に業界別の調査では、食品産

業におけるシナリオ分析の難しさと気候機会への展開、エネルギー企業では独自のシナリオ分

析への課題が明らかになった。 

 制度と企業行動の関係に関する定量分析の結果、長期的戦略行動には、業界団体や国際機関の

示す規範の存在が重要であること、数値目標には認証が、長期ビジョンには、情報公開が重要で

あることが示された。 

(3) 日本のデータをもちいて、役員の多様性が気候変動問題に対する戦略立案にどのように影

響するかを明らかにした。女性役員の存在は明確な気候変動ビジョンの策定と正の関係にあり、

外国人役員の存在は気候変動ミッションの策定と正の関係にあること、結果女性および外国人

メンバーによる戦略策定への潜在的な貢献を明らかにし、役員の多様性の効果を部分的に明ら

かにした。 
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